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今年度の実施⽅針
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回答結果
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経営層向けアンケート回答結果 ー1.経営戦略
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11
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4.0

4.5

4.2

4.3

回答分布 回答数全体平均

5. 機能している 4. PDCAを回している 3. 対応策あり 2.1 対応策無し

Source: 企業アンケート(2021年2⽉BCG実施)

企業理念/パーパス
経営を取り巻く状況が変化する中、⾃社の企業理念や存在意義(パーパス)が
明確に打ち出されていますか︖

経営戦略
事業環境が急速に変化する中で、⾃社の競争優位を確保するため、経営戦略
そのものが明確であり、内容が具体化されていますか︖

コミットメント
経営陣が経営戦略に掲げた⽬標の達成に向けた⾃⾝の責務・役割を明確にして
いますか︖

経営戦略の達成⽬標
経営戦略の実現に向けて、⾃社の⾜元の状況と経営戦略で⽬指す姿との差分(ギャップ)を埋めるた
めにやるべきことや時間軸が具体化されていますか︖

1

2

4

3

質問内容
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経営層向けアンケート回答結果 ー2. 経営戦略と⼈材戦略の連動

4.0

3.5

4.0

2.5

2 3
10

6

 2 1  3  4  5

 0

1 1
8 9

2

 1  2  3  4  5

1

13
3 3 1

 4 3 2 1  5

7 7 7

 0

 4  5 1  2  3

 0

回答分布 回答数全体平均

5. 機能している 4. PDCAを回している 3. 対応策あり 2.1 対応策無し

Source: 企業アンケート(2021年2⽉BCG実施)

5

6

8

経営戦略と⼈材戦略の連動
⾃社の⼈材戦略は、ビジネスモデルや経営戦略と適切に紐付いて策定されていますか︖

重要となる⼈材アジェンダの特定
経営戦略の⽬標を達成する上で重要となる⼈材アジェンダが特定されていますか︖

企業⽂化の定着
経営戦略や⼈材戦略が実⾏される中で、企業理念・企業の存在意義を⽀える企業
⽂化が醸成され、定着していますか︖

7 投資対効果の把握
⼈的資本への投資について、時間軸や得られる効果が明確に定義された上で、
投資対効果が定量的に把握されていますか︖

質問内容
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3
7 8

3
 0

 5 1  2  3  4

5
9

2 4
 0

 2 1  5 3  4

1 2
12

4 1

 3 2 1  4  5

1

15
4 1

 5 3

 0

 4 1  2

7 9
3 2

 1  2  4 3  5

 0

4
7 7

3

 1  5 2  4 3

 0

経営層向けアンケート回答結果 ー3. ⼈材戦略（組織）

回答分布 回答数全体平均

3.5

3.1

3.2

3.0

3.0

3.4

5. 機能している 4. PDCAを回している 3. 対応策あり 2.1 対応策無し

Source: 企業アンケート(2021年2⽉BCG実施)

9

10

12

⼈材ポートフォリオの定義(量)
将来的な⽬標から逆算して必要となる⼈材の要件が定義され、経営戦略の達成に
向けて全社における最適な⼈材ポートフォリオが明確に定義されていますか︖

具体的な⼈材要件の定義/把握(適所適材)
定義した最適な⼈材ポートフォリオの実現に向けて、必要となる⼈材要件がスキルや
経験レベルで明確に定義されていますか︖

事業環境の急速な変化に対応する専⾨性の向上
事業環境の急速な変化を踏まえ、今後必要とされる専⾨性や強みを向上させていく
ためのリスキル・学び直しの機会が提供されていますか︖

11 ⼈材の最適化(適時適量)
定義された要件を満たす⼈材の配置や獲得によって最適な⼈材ポートフォリオが実現
されていますか︖

質問内容

経営陣のリスキル・学び直し
経営陣が⾃らも率先してリスキルや学び直しを継続的に実践し、組織変⾰をリードしていますか︖

ダイバーシティの実現/取り込み
⼥性、外国⼈、中途採⽤といった属性だけでなく、経験や感性、価値観、専⾨性と
いった観点から多様な個⼈の掛け合わせ(知と経験のダイバーシティ)が実現され、
多様な経験・価値観が取り込まれていますか︖

13

14
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1 3
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 0

 5

1
6 8 6

 1  2  4 3  5

 0

2
7 7 5

 3 1  2  4  5

 0

3
9 9

 2 1  4 3  5

 0  0

4.0

3.9

4.3

3.7

経営層向けアンケート回答結果 ー4. ⼈材戦略（個⼈）

全体平均

5. 機能している 4. PDCAを回している 3. 対応策あり 2.1 対応策無し

Source: 企業アンケート(2021年2⽉BCG実施)

15

16

18

従業員への発信・対話
⾃社の企業理念、経営戦略や⼈材戦略について、その関係性や連動性が伝わる形で従業員に対し
て⼗分に発信されていますか︖

個⼈の⾃律的なキャリア構築⽀援
個⼈の多様な価値観やニーズに対応するため、個⼈の学び直しや場の提供を通じ、
⾃律的なキャリア構築に向けた⽀援がされていますか︖

環境整備
事業継続(BCP)や、多様な個⼈が活躍できる環境を整備する観点から、時間や
場所にかかわらずに働くことができる制度・仕組みが整えられていますか︖

17 個⼈の価値の最⼤化(エンゲージメント)
多様な個⼈が能⼒を発揮できるよう、個⼈が主体的に選択できる形で、就業経験・
機会が提供されていますか︖

質問内容 回答分布 回答数
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2
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 1  2  4 3

 0 0

 5

15
4

 No Yes

2 2
6 4 5

 4 2 1  5 3

3.5

4.3

3.3

NA

3.9
2 5

1

11

 5 1  2

 0

 3  4

2.7
4 3

7
3 2

 4 3 1  2  5

経営層向けアンケート回答結果 ー5.ガバナンス

全体平均

5. 機能している 4. PDCAを回している 3. 対応策あり 2.1 対応策無し

Source: 企業アンケート(2021年2⽉BCG実施)

19

20

22

CHROの設置
事業部⾨を含めた幅広い経験を有し、経営戦略と⼈材戦略を結びつける専⾨性を持った⼈材(CHRO
等)が経営層に選任されていますか︖

経営トップの密接な連携
経営戦略上、重要な案件については、⼈事・⼈材の専⾨性をもった⼈材(CHRO)を
交えて、主要な経営陣の中で⽇頃から密にコミュニケーションをとり、連携を図っています
か︖

経営戦略・企業価値向上との連動
取締役会では、経営戦略の実効性を監督・モニタリングする観点から、経営戦略の実現
に不可⽋な⼈材戦略について議論され、その進捗についてモニタリングされていますか︖

21 ⼈材戦略に関する取締役の選任
取締役会において⼈材戦略に関する充実した議論ができるよう、⼈材マネジメントの
専⾨性を持った⼈材が取締役に選任されていますか︖

CxOの交代と後継者の指名
取締役会(指名委員会等)が、CEOを中⼼とした経営チーム全体の後継者計画の
重要性を⼗分に認識し、その策定・運⽤が適切に⾏われるよう、モニタリングしています
か︖

23

マネジメントチームの交代と後継者の育成・検討
CxOの後継者計画の射程にとどまらず、若⼿の抜擢を含めたより裾野の広い経営⼈材育成について、取
締役会(指名委員会等)がモニタリングしていますか︖

24

質問内容 回答分布 回答数
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質問内容

経営層向けアンケート回答結果 ー5.ガバナンス

回答分布
: 回答数

15

12

11

18

14

15

3

【選択肢】
A)将来的に重要となる
事業領域の⼈材の獲得・
育成

B)経営陣・従業員に対する
リスキル・学び直しの機会の
提供

C)知と経験のダイバーシティの
実現・取り込み

D)従業員に対する企業理念・
パーパス・経営戦略の浸透

E)多様な従業員個々⼈の
価値を最⼤化するための
環境整備・機会提供

F)⼈材戦略の実⾏プロセスを
通じて醸成される企業⽂化

G)⼈的資本に関する
投資対効果

取締役会での議論
次の重要事項のうち、取締役会において、
具体的に議論されている項⽬を教えてくださ
い(複数選択形式)

25

Source: 企業アンケート(2021年2⽉BCG実施)
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1
5

8
3 3

 5 2 1  3  4
3.1

経営層向けアンケート回答結果 ー6.コミュニケーション

全体平均

5. 機能している 4. PDCAを回している 3. 対応策あり 2.1 対応策無し

回答分布 回答数

Source: 企業アンケート(2021年2⽉BCG実施)

26 ⼈材戦略を通じた企業価値の創造についての発信 経営戦略の実現に不可⽋な
⼈材戦略について、どのように連動しているのか「考え⽅」とともに、経営戦略と紐付く
⼈材戦略の指標やKPI等について機関投資家との対話で発信していますか︖

質問内容
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ヒアリング結果と次年度以降の⽅向性
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新尺度の選択肢(案)ー経営戦略

経営層向け

 経営戦略

 経営戦略の
 達成⽬標

 企業理念、
企業の存在
意義
(パーパス)

 #2 事業環境が急速に変化
する中で、⾃社の競争優位
を確保するため、経営戦略
そのものが明確であり、内容
が具体化されていますか? 

 #3 経営戦略の実現に向け
て、⾃社の⾜元の状況と経
営戦略で⽬指す姿との差分
(ギャップ) を埋めるためにやる
べきことや時間軸が具体化
されていますか?

 #1 経営を取り巻く状況が変
化する中、⾃社の企業理念
や存在意義 (パーパス) を
明確に打ち出していますか? 

 #4 経営陣が経営戦略に掲
げた⽬標の達成に向けた⾃
⾝の責務･役割を明確にし
ていますか?

2
 重要性を認識/議論はして
いるが、具体的な対応策が
検討されていない

 経営戦略そのものを明確に
し、内容を具体化していくこ
との重要性は議論しているが、
実際に明確化・具体化して
いない

 経営戦略の実現に向けて、
⾃社の⾜元の状況と経営
戦略で⽬指す姿との差分
(ギャップ) を埋めるためにやる
べきことや時間軸が具体化
されていない

 ⾃社の企業理念や存在意
義(パーパス) が明確に打ち
出されていない

 経営陣が経営戦略に掲げ
た⽬標の達成に向けた⾃⾝
の責務･役割を明確にしてい
ない

3
具体的に対応策を検討して
いる

 経営戦略そのものが明確で
あり、その内容について、経
営陣や管理職層が共通の
理解の下で、⾏動できるよう
対応策を検討している

 経営戦略の実現に向けて、
⾃社の⾜元の状況と経営
戦略で⽬指す姿との差分
(ギャップ) を埋めるためにやる
べきことや時間軸を検討して
いる

 ⾃社の企業理念や存在意
義(パーパス) を明確に打ち
出すことを検討している

 経営陣が経営戦略に掲げ
た⽬標の達成に向けた⾃⾝
の責務･役割を明確にする
ための検討を⾏っている

4
対応策を実⾏している

 経営戦略そのものが明確であ
り、その内容について、経営陣
や管理職層が共通の理解の
下で、⾏動できる程度まで具
体化している

 経営戦略の実現に向けて、⾃
社の⾜元の状況と経営戦略で
⽬指す姿との差分 (ギャップ) を
埋めるためにやるべきことや時
間軸が実現可能な形で具体
化されている

 ⾃社の企業理念や存在意義
(パーパス) を明確に打ち出して
いる

 経営陣が経営戦略に掲げた
⽬標の達成に向けた⾃⾝の責
務･役割を明確にしている

1
経営陣が重要性を認識して
いない/議論していない

 経営戦略そのものの明確さ
や、内容を具体化していくこ
との重要性について議論され
ていない

 経営戦略の実現に向けて、
⾃社の⾜元の状況と経営
戦略で⽬指す姿との差分
(ギャップ) を埋めるためにやる
べきことや時間軸について議
論がなされていない

 ⾃社の企業理念や存在意
義(パーパス) が経営陣に
よって議論されていない

 経営陣の中で、経営戦略の
⽬標達成に向けた⾃⾝の
責務･役割について議論が
なされていない

5
実⾏した対応策を⾒直している

 経営戦略を明確に定めて具体
化した上で、事業環境の変化や
各事業の状況を踏まえ、適時⾒
直しを⾏っている

 経営戦略の実現に向けて、⾃社
の⾜元の状況と経営戦略で⽬
指す姿との差分 (ギャップ) を埋
めるためにやるべきことや時間軸
が実現可能な形で具体化され、
事業環境の変化や達成状況に
応じて適時⾒直している

 ⾃社の企業理念や存在意義
(パーパス) の全社への
浸透に向けた体制や施策を継
続的に⾒直し・実⾏している

 経営陣が、経営戦略に掲げた⽬
標の達成に向けた⾃⾝の責務･
役割を明確にしており、その達成
の度合いについて定期的に確認
をしている

 コミット
メント

6
 実⾏した結果として、成果創出
に明確に寄与している

 事業環境の変化や各事業の状
況を踏まえて、経営陣が適時、
経営戦略の⾒直しや経営⽅針
の転換等を⾏い、持続的な企業
価値の向上に明確に寄与してい
る

 経営戦略の実現に向けて、⾃社
の⾜元の状況と経営戦略で⽬
指す姿との差分 (ギャップ) を埋
めるためにやるべきことや時間軸
を実現可能な形で具体化するこ
とで、持続的な企業価値の向上
に明確に寄与している

 ⾃社の企業理念や存在意義
(パーパス) が社内外に浸透して
おり、持続的な企業価値の向上
に明確に寄与している

 経営陣が経営戦略で掲げた⽬
標の達成に向けた⾃⾝の責務･
役割を明確し、
持続的な企業価値向上に明確
に寄与している

 ⾚字は、旧設問からの変更点
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新尺度の選択肢(案)ー経営戦略と⼈材戦略の連動

経営層向け

 経営戦
略と⼈材
戦略の
連動

 重要とな
る⼈材ア
ジェンダの
特定

 投資対
効果の
把握

企業⽂
化の定着

2

重要性を認識/議論はして
いるが、具体的な対応策が
検討されていない

 ⾃社のビジネスモデル･経営
戦略と⼈材戦略が紐付けさ
れておらず連動していない

 経営戦略の⽬標を達成する
上で、重要となる⼈材アジェ
ンダを特定していない

 ⼈的資本の投資及び投資
対効果について定量的には
把握していない

 経営戦略や⼈材戦略が実
⾏される中で、その実効性を
⾼めるための企業⽂化が醸
成されていない

3

具体的に対応策を検討して
いる

 ⾃社のビジネスモデル･経営
戦略と⼈材戦略を連動させ
るための検討を⾏っている

 経営戦略の⽬標を達成する
上で、重要となる⼈材アジェ
ンダの特定、
経営戦略と紐付く指標や⽬
標の設定について
検討を⾏っている

 ⼈的資本への投資及び投資
対効果を定量的に把握する
ことを検討している

 経営戦略や⼈材戦略が実
⾏される中で、その実効性を
⾼めるための、
企業⽂化定着に向けた検討
を⾏っている

4

対応策を実⾏している

 ⾃社のビジネスモデル･経営戦
略と⼈材戦略が紐付けされてお
り連動している

 経営戦略の⽬標を達成する上
で、重要となる⼈材アジェンダを
具体的に特定し、経営戦略と
紐付く指標や⽬標等を設定して
いる

 ⼈的資本への投資及び投資対
効果について、定量的に把握し、
モニタリングしている

 経営戦略や⼈材戦略が実⾏さ
れる中で、その実効性を⾼める
ための企業⽂化を定着させるた
めの施策を実⾏している

1

経営陣が重要性を認識して
いない/議論していない

 ⾃社のビジネスモデル･経営
戦略と⼈材戦略との紐付け
や連動性について、議論が
なされていない

 経営戦略の⽬標を達成する
上で、重要となる⼈材アジェ
ンダについて議論がされてい
ない

 ⼈的資本の投資及び投資
対効果を定量的に把握する
ことの重要性について議論が
なされていない

 経営戦略や⼈材戦略が実
⾏される中で、その実効性を
⾼めるための企業⽂化が醸
成されているかについて、議
論がなされていない

 #5 ⾃社の⼈材戦略は、ビ
ジネスモデルや経営戦略と
適切に紐付いて策定されて
いますか?

 #6 経営戦略の⽬標を達成
する上で重要となる⼈材ア
ジェンダが特定されています
か?

 #7 ⼈的資本への投資につ
いて、時間軸や得られる効
果が明確に定義された上で、
投資対効果が定量的に把
握されていますか?

 #8 経営戦略や⼈材戦略が
実⾏される中で、企業理
念･企業の存在意義を⽀え
る企業⽂化が醸成され、定
着していますか?

5

実⾏した対応策を⾒直している

 ビジネスモデル･経営戦略と連動す
る⼈材戦略の重要な要素について、
継続的にモニタリングを⾏い、状況
の変化に応じて⼈材戦略の修正を
適時⾏っている

 経営戦略の実現に向けて重要とな
る⼈材アジェンダや⽬標等を定期
的にモニタリングし、⼈材アジェンダ
の更新･⾒直しを適時に⾏っている

 ⼈的資本への投資及び投資対効
果について、定量的に把握し、モニ
タリングを⾏うことで、定期的に⼈的
資本への投資の⾒直しを⾏ってい
る

 経営戦略や⼈材戦略が実⾏され
る中で、その実効性を⾼める企業
⽂化を定着させるための施策につ
いて、適切にモニタリングを⾏い、必
要に応じて⾒直しを⾏っている

6

 実⾏した結果として、成果創
出に明確に寄与している

 ⾃社のビジネスモデル･
経営戦略と⼈材戦略が常に
連動しており、持続的な企業
価値の向上に明確に寄与し
ている

 重要となる⼈材アジェンダを具
体的に特定し、経営戦略と紐
付く指標や⽬標等を設定する
ことで、持続的な企業価値の
向上に明確に寄与している

 ⼈的資本への投資及び投資
対効果を定量的に把握しモニ
タリングすることで、持続的な
企業価値の向上に明確に寄
与している

 経営戦略や⼈材戦略の実効
性を⾼める企業⽂化が定着
し、持続的な
企業価値の向上に明確に寄
与している
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新尺度の選択肢(案)ー⼈材戦略(組織)

経営層向け

 ⼈材ポー
トフォリオの
定義 (量)

 具体的な
⼈材要件
の定義/
把握(適
所適材)

 ⼈材の
最適化
(適時
適量)

 事業環境
の急速な
変化に
対応する
専⾨性の
向上

 #9 将来的な⽬標から逆算して
必要となる⼈材の要件が定義
され、経営戦略の達成に向け
て全社における最適な⼈材
ポートフォリオが明確に定義され
ていますか?

 #10 定義した最適な⼈材ポー
トフォリオの実現に向けて、必
要となる⼈材要件がスキルや
経験レベルで明確に定義され
ていますか?

 #11 定義された要件を満たす
⼈材の配置や獲得によって最
適な⼈材ポートフォリオが実現
されていますか?

2
重要性を認識/議論はして
いるが、具体的な対応策が
検討されていない
 現在の経営戦略の実現、
新たなビジネスモデルへの対
応という将来的な⽬標から
逆算し、必要となる⼈材の
要件を定義していない

 定義した最適な⼈材ポート
フォリオの実現に向けて、必
要となる⼈材要件をスキルや
経験のレベルで明確に定義
していない

 定義された⼈材要件を満た
す最適な⼈材ポートフォリオ
の実現に向けて、対応策が
打たれていない

 事業環境の急速な変化を
踏まえた、リスキルや新たな
分野での学びの機会を提供
できていない

3
具体的に対応策を検討して
いる

 現在の経営戦略の実現、
新たなビジネスモデルへの対
応という将来的な⽬標から
逆算して、
必要となる⼈材の要件を定
義することを検討している

 定義した最適な⼈材ポート
フォリオの実現に向けて、必
要となる⼈材要件をスキルや
経験のレベルで定義すること
を検討している

 定義された⼈材要件を満た
す最適な⼈材ポートフォリオ
の実現に向けての施策を検
討している

 事業環境の急速な変化を
踏まえた、リスキルや新たな
分野での学びの機会を提供
することを検討している

4
対応策を実⾏している

 現在の経営戦略の実現、新た
なビジネスモデルへの対応という
将来的な⽬標から逆算し、必
要となる⼈材の要件を定義して
いる

 定義した最適な⼈材ポートフォ
リオの実現に向けて、必要とな
る⼈材要件をスキルや経験のレ
ベルで明確に定義している

 定義された⼈材要件を満たす
最適な⼈材ポートフォリオの実
現に向けて、社内、または、必
要に応じて社外の⼈材を確保
する等の対応策が打たれている

 事業環境の急速な変化を踏ま
えた、リスキルや新たな分野で
の学びの機会を提供している

1
経営陣が重要性を認識して
いない/議論していない

 現在の経営戦略の実現、
新たなビジネスモデルへの対
応という将来的な⽬標から
逆算し、必要となる⼈材の
要件を定義することの重要
性について議論がなされてい
ない

 定義した最適な⼈材ポート
フォリオの実現に向けて、必
要となる⼈材要件をスキルや
経験のレベルで明確に定義
する必要性について議論が
なされていない

 定義された⼈材要件を満た
す最適な⼈材ポートフォリオ
の実現に向けて、具体的な
議論がなされていない

 事業環境の急速な変化を
踏まえた、リスキルや新たな
分野での学びを促進する重
要性について議論がなされて
いない

5
実⾏した対応策を⾒直している

 必要となる⼈材要件を、経営
戦略の変更等に応じて、定期
的に⾒直しを⾏いながら、実際
に⼈材の獲得･育成を⾏ってい
る

 必要となる⼈材要件をスキルや
経験のレベルで明確に定義して
おり、経営戦略や最適な⼈材
ポートフォリオの変更に応じて、
定期的に⾒直している

 最適な⼈材ポートフォリオの実
現に向けて、現状とのギャップを
継続的にモニタリングし、定期
的に⾒直している

 専⾨性や強みの向上のためのリ
スキルや新たな分野での学びの
機会が継続して提供され、最
適な⼈材ポートフォリオとのスキ
ルギャップについて定期的に把
握されている

 #12 事業環境の急速な変化
を踏まえ、今後必要とされる専
⾨性や強みを向上させていくた
めのリスキル･学び直しの機会
が提供されていますか?

6
 実⾏した結果として、成果創出
に明確に寄与している

 必要となる⼈材要件を
定義し、実際に獲得･育成した
⼈材が、持続的な
企業価値の向上に明確に寄与
している

 必要となる⼈材要件をｽｷﾙや経
験のレベルで明確に定義し、最
適なポートフォリオの実現に向け
て⼈材の獲得･育成を⾏うこと
を通じて、持続的な企業価値
の向上に明確に寄与している

 会社部⾨間や社外も含めた、適所
適材を通じて、経営環境の変化に
対応した、適時最適な⼈材ﾎﾟｰﾄﾌｫ
ﾘｵを実現することで、持続的に企業
価値の向上に明確に寄与している

 専⾨性や強みの向上のためのリ
スキル･スキルシフトの機会を活
⽤して⼈材が育成され、企業
価値の向上に明確に寄与して
いる
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新尺度の選択肢(案)ー⼈材戦略(組織)

経営層向け

 ダイバー
シティの実現
/取り込み

 経営陣の
リスキル･
学び直し

 #14 ⼥性、外国⼈、中途採
⽤といった属性だけでなく、経
験や感性、価値観、専⾨性
といった観点から多様な個⼈
の掛け合わせ (知と経験のダ
イバーシティ) が実現され、多
様な経験･価値観が取り込ま
れていますか?

 #13 経営陣が⾃らも率先して
リスキルや学び直しを継続的
に実践し、組織変⾰をリード
していますか?

2
 重要性を認識/議論はしてい
るが、具体的な対応策が検
討されていない

3
具体的に対応策を検討して
いる

4
対応策を実⾏している

1
経営陣が重要性を認識して
いない/議論していない

5
実⾏した対応策を⾒直してい
る

 多様な経験や価値観等を
チームや業務プロセスに取り
込んでいくことの必要性は議
論されているが、全社的な取
組はなされていない

 多様な経験や価値観等を
チームや業務プロセスに取り
込んでいくための全社的な取
組を検討している

 多様な経験や価値観等を
チームや業務プロセスに取り
込んでいくための全社的な取
組がなされている

 多様な経験や価値観等を
チームや業務プロセスに取り
込んでいくことの必要性につい
て全社的に議論がなされてい
ない

 業務プロセスや意思決定の
際に実際に多様な経験･価
値観を取り込むことができてい
るか、定期的にモニタリングを
⾏い、必要に応じて取組の⾒
直しを⾏っている

 経営陣が、率先してリスキル
や学び直しを⾏うことの重要
性を認識しているが、実際に
⾏ってはいない

 経営陣が、率先してリスキル
や学び直しを⾏うことを検討し
ている

 経営陣が、率先してリスキル
や学び直しを⾏っている

 経営陣が、率先してリスキル
や学び直しを⾏うことの重要
性を認識していない

 定期的な研修やシェアリング
等、経営陣が、率先してリス
キルや学び直しを⾏うため、
継続的な取り組みがなされ、
必要に応じて⾒直しが⾏われ
ている

6
 実⾏した結果として、成果創出
に明確に寄与している

 業務プロセスや意思決定に多様
な経験･価値観が取り込まれるこ
とを通じて、新たな価値創造がな
され、
持続的な企業価値の向上に明
確に寄与している

 経営陣が、率先してリスキル/学
び直しを継続的に⾏うことで、持
続的な価値の向上に明確に寄
与している
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新尺度の選択肢(案)ー⼈材戦略(個⼈)

経営層向け

 従業員への
発信･対話

 個⼈の⾃律
的なキャリア
構築⽀援

 個⼈の価値
の最⼤化
(エンゲージ
メント)

 環境整備

2
 重要性を認識/議論はしてい
るが、具体的な対応策が検
討されていない

3
具体的に対応策を検討して
いる

4
対応策を実⾏している

1
経営陣が重要性を認識して
いない/議論していない

5
実⾏した対応策を⾒直して
いる

6
 実⾏した結果として、成果創出に
明確に寄与している

 従業員に対して、企業理念、
経営戦略や⼈材戦略につい
て、その関係性や連動性が
伝わる形では発信できていな
い

 従業員に対して、企業理念、
経営戦略や⼈材戦略につい
て、その関係性や連動性が
伝わる形での発信を検討し
ている

 従業員に対して、企業理念、
経営戦略や⼈材戦略につい
て、その関係性や連動性が
伝わる形で発信している

 従業員に対して、企業理念、
経営戦略や⼈材戦略につい
て、その関係性や連動性が
伝わる形で発信することの重
要性を認識していない

 企業理念、経営戦略や⼈
材戦略に関する従業員の共
感や納得の度合いについてモ
ニタリングし、経営レベルで発
信･対話の内容の⾒直しを
⾏っている

 #15 ⾃社の企業理念、経営
戦略や⼈材戦略について、そ
の関係性や連動性が伝わる
形で従業員に対して⼗分に
発信されていますか?

 企業理念、経営戦略、⼈材戦略
が連動する形で従業員に伝わり、
従業員が⽇頃から仕事の意義を実
感することで、持続的な企業価値の
向上に明確に寄与している

 個⼈の多様な価値観やニー
ズに対応するため、個⼈の学
び直しや場の提供を通じ、⾃
律的なキャリア構築に向けた
⽀援がなされていない

 個⼈の多様な価値観やニー
ズに対応するため、個⼈の学
び直しや場の提供を通じ、⾃
律的なキャリア構築に向けた
⽀援を⾏うことを検討してい
る

 個⼈の多様な価値観やニー
ズに対応するため、個⼈の学
び直しや場の提供を通じ、⾃
律的なキャリア構築に向けた
⽀援を⾏っている

 個⼈の多様な価値観やニー
ズに対応するため、個⼈の学
び直しや場の提供を通じ、⾃
律的なキャリア構築に向けた
⽀援をすることの重要性につ
いて議論がなされていない

 個⼈の学び直しや場の提供
を通じた⾃律的なキャリア構
築⽀援の内容について、従
業員からのフィードバック等を
踏まえ、定期的に⾒直し･改
善している

 #16 個⼈の多様な価値観や
ニーズに対応するため、個⼈
の学び直しや場の提供を通
じ、⾃律的なキャリア構築に
向けた⽀援がされていますか?

 個⼈の学び直しや場の提供を通じ
た⾃律的なキャリア構築⽀援により、
個⼈の社内外での活躍の機会が広
がることで、持続的な企業価値の向
上に明確に寄与している

 #17 多様な個⼈が能⼒を発
揮できるよう、個⼈が主体的
に選択できる形で、就業経
験･機会が提供されています
か?

 就業経験･機会に際して、個
⼈が主体的に選択できる環
境は整備されておらず、多様
な個⼈のニーズに応えられて
いない

 多様な個⼈のニーズに応じ、
個⼈が主体的に選択できる
形で就業経験･機会の提供
等を⾏うことを検討している

 定期的にモニタリングを多様
な個⼈のニーズに応じ、個⼈
が主体的に選択できる形で
就業経験･機会の提供等を
⾏っている

 就業経験･機会の提供に際
して、個⼈が主体的に選択
できるなど、多様な個⼈の
ニーズに応えることの重要性
について議論がなされていな
い

 定期的にモニタリングを⾏い、
従業員からのフィードバックを
活かしながら、個⼈が最⼤限
能⼒を発揮できる就業経
験･機会を継続的に提供し
ている

 多様な個⼈のニーズに応じた就業
経験･機会の提供を継続的に⾏う
ことで、個々⼈が⾃律的に業務に
取り組み、
持続的な企業価値の向上に明確
に寄与している

 従業員が、時間や場所にか
かわらず、働くための制度や
仕組みが無い

 従業員が、時間や場所にか
かわらず、働くための制度や
仕組みを検討している

 従業員が、時間や場所にか
かわらず、働くための制度や
仕組みがある

 従業員が、時間や場所にか
かわらず働くための環境整備
について、議論されていない

 従業員が、時間や場所に関
わらず働くための制度･仕組
みが、実際に活⽤されており、
定期的にモニタリングした上で、
改善や⾒直しがされている

 #18 事業継続 (BCP) や、多
様な個⼈が活躍できる環境
を整備する観点から、時間や
場所にかかわらずに働くことが
できる制度･仕組みが整えら
れていますか?

 制度･仕組みが幅広く活⽤されてお
り、多様な個⼈が⾃⾝のニーズに合
わせて効率的に働くことで、持続的
な企業価値の向上に明確に寄与し
ている
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1.国内外の発信状況
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2.開⽰の具体事例
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パーパスの中に⼈的資本に関する内容を盛り込んだ上で、企業戦略・パーパスの遂⾏が、
ステークホルダーである従業員にも便益をもたらすと整理
Unilever︓経営戦略と⼈材戦略の連動
ポイント  詳細
パーパスを⽀える信念の1つに、
⼈的資本に関連する内容を盛り
込み

• 「パーパスを持つ⼈々は
成功する」

また、戦略・パーパスが利益をも
たらす1ステークホルダーとして従
業員を挙げ、企業戦略の遂⾏が、
従業員にもたらす便益を明記

パーパスを⽀える3つの信念のうちの1つに、⼈的資本に資する内容
を定めており、のそブレイクダウンにおいて要素を記載

「パーパスを持つ⼈々は成功する」
• ⽣涯学習を通じたケイパビリティの構築
• 成⻑に向けたケイパビリティの最⼤化
• 起業家精神のあるカルチャーの深化

企業戦略・パーパス、それを⽀えるバリューが、ステークホルダーの
1要素である従業員の便益にもつながることを明記
(次々⾴詳細)

Source: ユニリーバAnnual report2019, 2020、企業HP
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パーパス/企業戦略が従業員にもたらす影響を整理しているが、定量的なKPIは限定的
Unilever︓経営戦略と⼈材戦略の連動

ポイント  詳細

ステークホルダーからのレビューと
して、従業員に対する取り組み
と、取り組み結果に対するレ
ビューを開⽰

⼀⽅で、定量的な成果測定に
ついては、サーベイ回答⽐率
全体/ジェンダーの⽐率に留まる

ステークホルダーからのレビューとして、ステークホルダーの1
つである従業員にについて、関⼼事項や懸念、⾃社の
取り組み、成果を記載

詳細では、以下項⽬を詳しく記載
働き⽅の再構築
• 柔軟でアジャイルな働き⽅
• デジタル等⽣涯学習機会の提供
• 定期的な従業員サーベイ
• 内部監査
職場内安全
• 労働災害等の減少
カルチャーの進化
• 従業員⾃⾝のパーパスを発⾒する研修機会の提
供

• フラットで迅速な意思決定の促進
• 社内アイディアの事業化
• 多様でインクルーシブな組織の構築

⼀⽅で、定量的なKPIの開⽰は、以下に留まる
• サーベイ回答率82%
• 全体/管理職のジェンダー⽐率

Source: ユニリーバAnnual report2019, 2020、企業HP
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パーパスについて、財務レポートの冒頭で明記
Danone︓価値観

Vision, Purposeをレポート冒頭部分に記載
• "One Planet. One Health"というビジョン、「世界中のより多く
の⼈々に、⾷を通じて健康をお届けする」というパーパスを果た
すために、消費者の栄養ニーズに対応するだけではなく、世界の
各地域の⾷⽣活に関連する⽂化的、社会的、感情的、⽣理
学的側⾯を考慮に⼊れて、各コミュニティの特性に適した製品と
サービスを提供している

• ダノンの⽬標は、⾷べ物を通じて健康な世界に向けて前向きな
変化をもたらすエージェントになること

Source: ダノンAnnual report 2019、Universal Registration Document 2019、企業HP、WEBリサーチ

ポイント  詳細

Purposeについて、
Annual Financial Report内
の冒頭部分に記載
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経営戦略とビジネスモデルを2030年のゴールに向けて明記
Danone︓経営戦略

ポイント  詳細

2030年のゴールに向けて、戦
略を、絵を⽤いてわかりやすく記
載している

• 2030年の9つの⽬標をアイ
コンを活⽤しクリエイティブ
に整理

併せて、戦略を構成している”
ビジネスモデル”に関してもワー
ドベースで記載されている

ダノンの2030年の⽬標を9つ定義し記載
• 国連のサスティナブルな開発⽬標に沿って、企業のビジネス
モデル、ブランドモデル、信頼モデルを組み込み、⻑期的に
サスティナブルな価値の創造を推進していく

• 9つの⽬標は、戦略的な枠組みを構成する
– 「ダノンで働く⼈に新しい未来を作ることを託す」「包
括的な成⻑を推進する」「B Corpの認証取得」等が
含まれる

ビジネスモデルを記載
• 優れた・イノベーティブな⾷品体験をダノンは常に提供する

– ⾼品質な⾷品安全基準に取り組んでいる
– ダノンは、サスティナブルでナチュラルな原料、シンプル
なレシピとクリーンなラベルである

• サスティナブルな収益性の⾼い成⻑を実現
– トレンドに対応し、健康に焦点を当てた製品が礎にあ
る

– 成⻑を加速し、効率を最⼤化し、規律を持って資本
を割り当てるという3つの優先事項に関する明確な
ロードマップに基づいて構築されいる

Source: ダノンAnnual report 2019、Universal Registration Document 2019、企業HP、WEBリサーチ
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ビジョン達成に向けた社員のエンゲージメントの重要性を明記
Danone︓経営戦略と⼈材戦略の連動

ポイント  詳細

• "One Planet. One 
Health"というビジョンを達成
するために、社員が重要な
役割を果たすと位置づけ

• ”One Person, One Voice, 
One Share”のガバナンスモ
デルとエンゲージメントプログ
ラムを通じて、社員により持
続的な未来を形成し、⻑
期的な価値を創造すること
を託す

•"One Planet. One Health"というビジョン、2030年の⽬
標を達成するための⻑期戦略を紹介するデジタル学習の
機会を従業員に提供

– 4万⼈以上が参加し、意⾒を寄せる等、⾼いエ
ンゲージメントが⾒られた

• 毎年10万⼈の従業員から26名が選出され、Board 
Committeeが2030年までのビジネス⽬標をどのように
達成するか等について意⾒交換を⾏う

• 従業員のオーナーシップを育てるため、資格のあるすべ
ての従業員に1株を付与、年次株主総会での投票
権を与える

Source: ダノンAnnual report 2019、Universal Registration Document 2019、企業HP、WEBリサーチ
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⻑期⽬標を実現するためのステークホルダーとして社員を位置づけ
東京海上ホールディングス︓企業理念/パーパス・経営戦略

ポイント

• 価値創造アプローチとして、
100年後の⽬指す姿を定義、
ステークホルダーとして「お客
様・社会」「株主」「社員」を位
置づけ

• パーパスを実現するために「社
員への活躍の場の提供」、「お
客様や社会の課題解決への
貢献」、「株主へのリターンの提
供」の３つを定義

• 社員のエンゲージメントを⾼め
るためコア・アイデンティティ勉
強会、外国⼈登⽤や⼥性の
活躍推進等のダイバーシティ
＆インクルージョン推進策、経
営⼈材育成トレーニング等を
実施

• 中期経営計画では「ポート
フォリオ分散」「事業構造
改⾰」「グループ⼀体経営
の強化」という３つの重点
戦略推進によって、⾮財務
⾯の強化(社会課題解決)
及び財務⾯の強化(⻑期
的成⻑)の実現を図る

• グループ⼀体経営では、⼈
材のグローバルな配置やグ
ループ間のシナジー発揮、
エンゲージメント強化等を
実施

• M&A実施においてはカル
チャーフィットを重視し、被
買収会社のCEOを共同グ
ループ総括に起⽤する等の
シナジー創出を図る

 詳細

Source: 東京海上ホールディングス 2020統合レポート
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社外を含めた⼈材の最適配置に注⼒し、取り組み成果をレポートにて開⽰
東京海上ホールディングス︓経営戦略と⼈材戦略の連動

ポイント

CEOメッセージを掲載し、社外を
含めた⼈材の最適配置の重要
性をCEOが⾃ら訴求

M&Aの考え⽅/結果を、M&Aを
通じて合併した企業のトップから
のメッセージとして発信

 詳細

CEOメッセージ M&Aトラックレコード

「当社グループ最⼤の優位性は、「分散の効いたビジネスモデル」を
有していること。こうした優位性の確⽴にはM&Aが⼤きく貢献しており、
その実⾏⼒も当社グループの⼤きな強み。
(1)カルチャーフィット、(2)⾼い収益性、(3)強固なビジネスモデル、とい
うM&Aの3原則があり、この3つの条件を満たす会社だけをM&Aの対
象としているが、とりわけ、カルチャーフィットが重要だと考えている」

M&Aを実施した会社のトップ化からのメッセージを掲載することで、
カルチャーフィットを含めて、成果に繋がっていることを訴求

Source: 東京海上ホールディングス 2020統合レポート
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価値創造プロセスの要素として⼈材の多様化・グローバル化を掲げている
⽇⽴製作所︓経営戦略と⼈材戦略の連動(1/2)

ポイント

複雑な事業モデルでありながらも
分かりやすく表現するため、キー
チャートとして価値創造プロセス
を整理

その中で、⼈的資本の状況を明
⽰し、⼈財の多様化・グローバル
化を掲げている

 詳細
• 「課題・潮流の把握」から、「め
ざす姿」への価値創造プロセス
について、「価値の源泉(競争
優位性)」、「持続的成⻑のた
めの戦略」、「持続的成⻑を
⽀える基盤」という構造で整理
して図解

• 上記の価値創造プロセスの前
提となる資源(インプット)と、結
果としてのKPI(アウトプット)を
明⽰

• インプットの内、⼈的資本では
「連結従業員数」、「デジタル
関連教育受講者数」、「グ
ローバル経営研修受講者数」
を開⽰

• アウトプットの内、⼈財の多様
化・グローバル化を掲げ、「⼈
的資本のインプットとして、 海
外従業員⽐率」、「⼥性管理
職⽐率」、「デジタル⼈財数」
などを開⽰

Source: ⽇⽴製作所 統合報告書2020
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デジタル⼈財の確保や⼈財多様化に取り組み、KPIとして成果を開⽰
⽇⽴製作所︓経営戦略と⼈材戦略の連動(2/2)

ポイント

CEOメッセージを掲載し、社会価
値・環境価値を社員ひとりひとり
が意識すること、事業における⼈
財の重要性をCEOが⾃ら訴求

戦略と資源配分の⽂脈にて、事
業戦略と紐づける形で、デジタル
⼈財や⼥性管理職数等⼈的資
本をKPIとして開⽰

 詳細

CEOメッセージ 戦略と資源配分

「社員⼀⼈ひとりが、⾃分⾃⾝と社会とのつながりや社会価値・環
境価値を意識し、課題を⾃分事としてとらえられるようになることが
不可⽋です。「働き⽅改⾰」ではなく「働きがい改⾰」です。」
「社会イノベーション事業を実現させていくうえでは、⽬には⾒えにく
い価値、特に⼈材の価値が⾮常に重要だと考えています」

戦略と紐づける形で、デジタル⼈財数や⼥性管理職数、役員に
占める外国⼈/⼥性⽐率等をKPIとして開⽰

Source: ⽇⽴製作所 統合報告書2020
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味の素では、2030年⻑期経営⽬標達成に向けた経営戦略にて⼈材戦略を明確に位置付け
味の素:経営戦略と⼈材戦略の連動

• 2030年の経営⽬標「アミノ酸
のはたらきで、世界の健康寿
命を延ばすことに貢献する」に
向けて、⼈材戦略を明確に位
置付け

– 企業価値向上を⼈財含
む無形資産と有益資産の
強化によって実現

• KPIには従業員エンゲージメント
スコアや⼥性管理職⽐率を
採⽤

Source: 味の素 「味の素グループのASV経営(2020年2⽉発表)」

ポイント  詳細
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（参考） SAPは、⾮財務情報が財務にもたらすインパクトの考え⽅を公開
SAP:経営戦略と⼈材戦略の連動

 SAPのBusiness Health Culture Index (健康
的な労働⽂化の指標)は、組織⽂化と従業員
の⾝体的・精神的健康状態を⽰している。

 右の図の説明︓
1. SAPの健康をサポートする様々な活動が組
織⽂化を強化
(例︓健康キャンペーンの⼀環で、従業員に
ストレスマネージメントトレーニングを実施)
↓

2. 従業員のパフォーマンスが向上
(例︓ストレスへの耐性が⾼まったことで、
ワークライフバランスが向上し、仕事にもより
集中できるようになる)
↓

3. 企業としての⽣産性が向上
↓

4. 結果として、営業利益の増加

例︓健康的な労働⽂化の財務上の
インパクトを定量化するプロセス

Source: SAP integrated report 2018, 企業HP
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SAPは、オンライン版の⾮財務情報統合報告書内でHuman Capital ROIを公開
SAP:⾮財務情報の開⽰

• 項⽬を2つ選ぶことでチャートを作成できる
ツールがSAPのウェブサイト上で公開

• Human Capital ROIを以下の式で計算し、
表⽰が可能

– ⼈的資本ROI = (売上⾼ – (営業費
– ⼈件費)) / ⼈件費

Human Capital ROIの公開

Source: SAP integrated report 2018, 企業HP
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SAPの統合報告書では、GRIとUN Global Compactに準拠した開⽰を実施
SAP:⾮財務情報の開⽰

 EXTERNAL ASSURANCE
• 開⽰情報の正確さを重視しているため、各
項⽬に対し外部認定を受けたかを明記し
ている

 TRANSPARENCY
• 項⽬を省略した場合は、省略した理由な
どを公表している

 COMPATIBILITY
• GRIの基準でUN Global Compact 

Principlesに当てはまる部分を明記し、
GRI基準とUN GC原則に順応性があること
を⽰している

毎年公表している⾮財務情報と財務情
報の統合報告書に、GRI IndexとUN 
Global Compact Principlesでの指標を
提⽰

Source: SAP integrated report 2019 , 企業HP
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⽇本ユニシスでは、全従業員へのエンゲージメントサーベイに基づいて複数のアクションを実施、
業績(営業利益率/⽣産性)の向上を実現していることを発表している
⽇本ユニシス︓⼈材戦略の取り組み

• MOTIVATION CLOUDの仕組みを活⽤し、毎年6⽉に全社約8,000⼈を対象にしたエンゲージメントサーベイを実施してアクションプラン
を作成・PDCAを回すことで、変⾰をドライブ

MOTIVATION CLOUDの仕組みを活⽤し、毎年6⽉に全社約8,000⼈を対象にしたエンゲージメント
サーベイを実施

結果を受けて、特定部⾨を対象に業務改⾰実践ワークショップを実施
• 対象部⾨のマネジャーが参加し、どのようなアクションプランを実⾏するのか宣⾔
• 実践した結果はワークショップで共有し、情報交換や⾒直しを⾏った上でまた実践
半年後のサーベイで、スコアが変動や、仕事の成果や効率性と連動しているかを確認

結果としてエンゲージメントスコアは着実に上がっていき、業績も連動
• スコアを上げることは、間接的だが業績指標の達成に⾮常に貢献していると考察

取り組み成功の定義を以下の3つに定めている
• 営業利益率︓中期経営計画には当然業績を達成するという全社⽬標があるので、掲げている
営業利益率を達成すること

• ⽣産性︓中期経営計画を掲げる前の年度から3年後に⽣産性(営業利益÷従業員数)が
30％アップさせること

• スコア向上︓エンゲージメントスコアを⼀定の値まで⾼めること

エンゲージメントの可視化への取り組みを発信(2019年2⽉ MOTIVATION CLOUD記事より)

取り組み
内容

結果

成功の定義

Q: エンゲージメントと業績の向上について、
結果なのか原因なのかわかりにくいところが
あると思うのですが、業績が上がった理由
として明確なストーリーがあったのでしょうか。

A︓両⽅考えられると思います。変⾰を⽬
に⾒える形で進めていくと、社員の意識も
変わり、それがサーベイの結果にも出てくる
と、変⾰が加速。そこにたどり着くまでの、
最初のPDCAを回すには、パワーが必要。
変⾰が進めば業績指標や⽣産性、⼥
性の管理職の数など、いろいろな変化
が⽬に⾒えてくる。そうした部署は連動し
てエンゲージメントも上がっているという
ように、繰り返し作っていくことがポイント。

A︓「上⼿くいっているから、このまま信じて
推進すればいい」と⾔える材料として、
数値・定量的なものを提供し続けたとい
うのがポイントですね。

取組概要

⼈的資本
の開⽰・
発信状況

Source:モチベーションクラウド記事
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エーザイ10
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3.管理会計的⼿法の活⽤状況





















































137

開⽰基準・団体におけるトレンド
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①開⽰基準の統合
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複数の国際機関/団体が、各社の指針に基づき、開⽰基準を打ち出し
開⽰に関する主な団体の⽅針・着眼点
基準 名称 概要
ESG
開⽰

1

2

IIRC 
「国際統合フレームワーク」

SASB
「SASBスタンダード」

会計事務所等の団体が深く関与し、組織の持続可能性を国際的
な統⼀ルールに基づいて開⽰することを⽬的として設定

• 個社理解や企業価値向上への貢献を深めるために有益

各業界の実務者が集い、77業種毎に具体的な項⽬・指標を設定
• 財務インパクトの⼤きい⾮財務情報を、根拠に基づき設定
• 2020年は世界約586社が採⽤

開⽰項⽬は詳細に⾔及せず、フレームワーク
とその要素の提⽰のみ

主に⽶国市場で事業展開を⾏う⼤⼿企業
に対し、業種毎に開⽰項⽬を定め、開⽰
できない場合は理由の説明を義務付け

3

4

GRI
「GRIスタンダード」

ISO
「ISO 30414 」

共通スタンダードと項⽬別スタンダード(経済、環境、社会)で必須
の報告要求事項と報告推奨事項を設定
• 2019年末時点で世界で約4500社が採⽤

企業の規模やビジネス種類に関係なく利⽤できる国際規格を策定
• 知識(無形資産)マネジメントの重要性への認識が広まったこ
とから、30401としてナレッジマネジメントの規格を策定

開⽰事項は設定されているが、全項⽬・
指標の開⽰を求めるものではなく、各報告
組織が重要と判断したものを開⽰

企業規模によって異なる指標を採⽤し、
開⽰を義務付け

• 罰則規定等はなし

会計

運⽤⽅針

5

IFRS 
(国際財務報告基準)

⺠間団体である国際会計基準審議会(IASB)が設定する会計基
準(IFRS)を運⽤する財団

• ⾮財務情報報告基準を設定するSSB の設置を検討中

未定
• 基準設定にあたってはIIRCやGRI,SASB
等の既存の基準を取り⼊れる予定

8 SEC
(⽶国証券取引委員会)

⽶国に上場しSECに登録する企業の開⽰基準 Form 10-Kでは事業概要・リスク・財務デー
タ・内部統制等に関する開⽰を要求

7 NFRD
(EU⾮財務情報開⽰
指令)

EUが発する域内の従業員500⼈以上の上場企業・⾦融機関に
対する指令

• 環境・⼈権尊重等の⾮財務情報開⽰を義務付け

項⽬のみの提⽰で具体的指標の指定は
無く、開⽰義務の履⾏にあたってはIIRCや
GBI、SASB等既存の基準を活⽤可

6

主義
原則

細則

細則

細則

細則 WEF 官⺠両セクターの協⼒を通じて世界情勢の改善に取り組む国際機
関。世界経済に重要なトピックに対して、フレームや指標等の⾒解
を提⽰

企業が活⽤しやすいフレームワークや指標を
適宜策定・公開

ベース 指標開⽰
任意

原則として
義務

任意

義務

任意

議論中

義務

義務

ダブル

シングル

シングル

Source: Web検索を基にBCG分析
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②価値創造との紐づけ
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ESGと企業の価値創造を紐づける新たな流れ
VBA, SSB, IVRの発⾜
発⾜ 名称 ゴール 参加者 取り組み内容/ステータス
2020年9⽉
に構想発表
(未発⾜)

Sustainability 
Standards 
Board (SSB,
サステイナビリティ
報告基準
審議会)

既存イニシアチブと協働
しながら、それら基準をベース
にグローバルなサステナ
ビリティの会計基準を策定
すること

• IFRS(国際財務報告基準)
– IFRSの傘下にSSBを審議会として設⽴

• 2020年に設⽴構想発表、12⽉まで意⾒募し、
SASB等、多くの関係機関が歓迎の声明発出

• 財務報告とサステナビリティ報告の双⽅の基準を
策定することで、企業側の負担減やリサーチ⾯での
シナジー効果が期待される

• ダブル・マテリアリティの複雑さ故、会計基準として
シングル・マテリアリティから始めることを表明

2019年 Value 
Balancing 
Alliance (VBA)

企業価値算出⼿法とそれに
基づく会計基準「Value 
Balancing Model」を
2022年までに確⽴すること

• 参加企業 (現時点10社)
– BASF, Bosch, Deutsche Bank, Lafarge Holcim,

Mitsubishi Chemical Holdings, Novartis, 
Philip Morris International, SAP, Schaeffler, 
SK

• 4⼤監査法⼈
– (Deloitte, EY, KPMG, PWC)

• 戦略的パートナー
– Global Solutions at the World Policy Forum, 

Institut der Wirtschaftsprufer (IDW), 
Capitals Coalition, World Business Council 
for Sustainable Development (wbcsd)

• 企業価値を測定するには企業が社会に与える
影響を含める必要があるとの考えのもと、企業が
環境・社会・⼈に与える影響を⾦額換算し、
企業間で⽐較・分析できることを⽬指す

• 会計基準に⾮財務情報を含めるか(ダブル・
マテリアリティとシングル・マテリアリティどちらを選ぶか)
が議論の焦点

2015年 Impact 
Valuation 
Roundtable
(IVR)

企業の活動が⼈々や地球の
健康、福祉に与える影響を
測定・評価するための
アプローチを構築・運⽤する
こと

• 世界各国の13社の⺠間企業で構成されるWBCSD 
(World Business Council for Sustainable
Development) の⾮公式グループ

– Adidas, Allianz Global Corporate & Specialty,
BASF, DSM, Dutch Development Bank, Kering
Group, Lafarge Holcim, Nestlé, Novartis, 
Olam International, Philip Morris 
International, SAP, Syngenta

• インプットが定量的なインパクト結果まで繋がる
流れを⽩書で提⽰

• 以下経済、社会、環境の3つの⼤カテゴリ、9の
⼩カテゴリでインパクト評価の⼿法確⽴を⽬指す。

– 経済: GDPへの貢献
– 社会: 健康と安全、トレーニング
– 環境: ⽔の使⽤、⽔汚染、気候変動、⼤気
汚染、⼟地利⽤ (⽣物多様性)、廃棄物

A

B

C

Source: Web検索を基にBCG分析
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各開⽰基準・団体の詳細
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複数の国際機関/団体が、各社の指針に基づき、開⽰基準を打ち出し
開⽰に関する主な団体の⽅針・着眼点
基準
ESG
開⽰

会計

名称
1

2

IIRC (International 
Integrated Reporting 
Council) 「国際統合
フレームワーク」
SASB (サステナブル会計
基準審議会) 「SASB
スタンダード」

3

4

GRI (Global Reporting 
Initiative) "GRI
Standards"

ISO (International 
Organization for 
Standardization)

5

IFRS 
(国際財務報告基準)

8 SEC (⽶国証券取引
委員会)

7 NFRD
(EU⾮財務情報開⽰
指令)

6

WEF「ステークホルダー
資本主義測定指標」

概要
⼈的資本を6つの資本(財務資本、製造資本、 知的資本、⼈的資本、社会・関係資本、⾃然資本)の
うちの⼀つと位置づけ、企業の価値創造の源泉及びそのアウトカムの⼀つであることをフレームワークとして図
⽰。具体的な開⽰項⽬の指定はない。

77の業種毎に具体的な開⽰項⽬・指標を設定。業種ごとに「労働慣⾏」「従業員の安全衛⽣」「従業員
参画・ダイバーシティと包摂性」の3観点から重要事項について具体的な質問・評価基準を提⽰。

⼈的資源に関しては、雇⽤、労使関係など、15の領域に関する開⽰事項を提⽰。全ての項⽬・指標の
開⽰を求めるものではなく、各報告組織が重要と判断したものについて開⽰を求める。

⼈材マネジメント基準「ISO30414」ではコンプライアンス・ダイバーシティ等、⼈材に関して11項⽬の開⽰す
べき項⽬を設定

会計基準につき、現時点⾔及無し
• SSB設⽴の動きではSASBやGRI等の基準を活⽤する⽅向で検討中

従業員の数の開⽰は必須。事業を理解する上で、⼈的資本に関して更に具体的な情報が重要である場
合は、フルタイム・パートタイム・季節・臨時労働者の数、そして離職率の情報等も開⽰が必要。

 ⼈的資本に関しては「社会・従業員」の項⽬で性差別廃⽌と機会均等、労働安全衛⽣等についての開
⽰が推奨される。開⽰にあたっては法的拘束⼒のないガイドラインがあるほか、SASBやGRI等の既存の基
準を活⽤することも可能。

⼈的資本に関しては企業の公平性と従業員の待遇を反映するため多様性、賃⾦格差、安全衛⽣などの
指標開⽰が推奨される。その他ダイナミック・マテリアリティの考えのもと、⾃社の事業やステークホルダーにとっ
て重要であると判断されるものについては柔軟に開⽰することを推奨

指標選択・開⽰
任意

任意

原則として
義務

議論中

義務

義務

任意

原則として
義務

提⽰内容
フレームワーク

項⽬＋指標

項⽬＋指標

議論中

項⽬

項⽬

フレームワーク
＋項⽬＋指標

項⽬＋指標

Source: Web検索を基にBCG分析




























